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労働時間法制の概要
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◆ １週40時間／１日８時間を超えて労働させてはならない

◆ 毎週少なくとも１回（または４週間に４日以上）の休日が必要

原則

◆ 例外的に時間外・休日労働をさせる場合は、使用者と労働者
の代表で36協定を締結し、労基署に届け出ることが必要

◆ 36協定では、時間外労働の最大の時間数などを定める

例外

⇒ 36協定に定めることができる時間外労働の時間数のルールは︖



建設業で働く方の上限規制

○建設事業（一般の業種と同じ規制を適用）
（例外）
法律による上限
(年６か月まで)
年720時間
複数月平均80時間＊
月100時間未満＊

（原則）
法律による上限
月45時間
年360時間

１年間（12か月）

法定労働時間

○災害における復旧及び復興の事業（労基法第139条第１項）
（一部規制が適用されない）

１年間（12か月）

（原則）
法律による上限
月45時間
年360時間

（例外）
法律による上限
(年６か月まで)
年720時間

Ｒ６年３月31日まで

Ｒ６年４月１日以降

※ 災害における復旧・復興の事業では、
・複数月平均80時間＊
・月100時間未満＊
とする規定は適用されない 3

限度時間
法定労働時間

限度時間
特別条項

特別条項

＊休日労働を含む

＊休日労働を含む

※大臣告示（限度基準告示）の適用なし上限なし



時間外労働・休日労働に関する協定（3 6協定）届の様式について

３６協定届の様式一覧（令和６年４月１日以降）

様 式 備 考

①様式第９号（全業種） 月45時間超の時間外・休日労働は見込まれず、災害時における復旧及び復興の事
業に従事することも見込まれない場合（月45Ｈ超︓無、災害復旧・復興︓無）

②様式第９号の２（全業種） 月45時間超の時間外・休日労働は見込まれるが、災害時における復旧及び復興の
事業に従事することは見込まれない場合（月45Ｈ超︓有、災害復旧・復興︓無）

③様式第９号の３ 新たな技術、商品又は役務の研究開発に係る業務

④様式第９号の３の２（建設事業） 月45時間超の時間外・休日労働は見込まれないが、災害時における復旧及び復興
の事業に従事することが見込まれる場合（月45Ｈ超︓無、災害復旧・復興︓有）

⑤様式第９号の３の３（建設事業） 月45時間超の時間外・休日労働が見込まれ、災害時における復旧及び復興の事業
に従事することも見込まれる場合（月45Ｈ超︓有、災害復旧・復興︓有）

⑥様式第９号の３の４ 労働者に自動車運転の業務を行う者が含まれている場合

⑦様式第９号の３の５ 労働者に自動車運転の業務を行う者が含まれている場合（特別条項）

⑧様式第９号の４ 労働者に特定医師が含まれている場合

⑨様式第９号の５ 労働者に特定医師が含まれている場合（特別条項）
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★36協定届の様式はこちら☞



建設の事業における手続フローチャート

労働基準法第33条第１項の許可／届出

災害時の
復旧･復興の対応が
見込まれるか︖

見込まれる

見込まれない

5※ 緊急時であっても、可能な限り時間外・休日労働は36協定の範囲内とすること。

36協定の締結･届出が必要
協定事項 一般条項として

・時間外・休日労働をさせることができる
場合
・その場合の労働者の範囲や人数
・１日／１か月／１年の時間外労働時間数
の限度 等

特別条項として
・時間外労働が限度時間を超える場合
における月の時間外・休日労働時間
数／年の時間外労働時間数
・時間外労働が月45時間を超えること
ができる回数（６回まで） 等

特別条項として
・時間外労働が限度時間を超える場合におけ
る災害時の復旧・復興の事業に従事する場
合の月の時間外・休日労働時間数／年の時
間外労働時間数
・時間外労働が月45時間を超えることができ
る回数（６回まで） 等

様式９号の３の３
様式９号

様式９号の３の２
※様式９号の３の２は災害時の復旧・復興

の対応が見込まれる場合

様式９号の２

見込まれない

見込まれる

公益・人命保護のために緊急を要する災害対応により、
36協定に定める限度時間を超えて時間外・休日労働を行うことが必要

限度時間（月45時間
・年360時間）超の時間外労働

が見込まれるか︖



3 6協定記載例（様式第９号）
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3 6協定記載例（様式第９号の２）
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3 6協定記載例（様式第９号の３の２）
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3 6協定記載例（様式第９号の３の３）
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労働基準法第1 3 9条第１項について
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災害時の復旧・復興の事業とは、災害により被害を受けた工作物の復旧及び復興を目的とした発注を
受けた建設の事業のことであり、例えば、以下が該当する。

・公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法の適用を受ける災害復旧事業

・災害協定に基づく災害の復旧の事業

・維持管理契約内で発注者（民間含む）の指示により対応する災害の復旧事業

・複数年にわたって行う復興の事業 など

災害時の復旧・復興の事業とは

様式９号の３の２または９号の３の３による36協定を締結・届出することで、
上記の事業に労働者を就かせた場合には、時間外労働の上限規制のうち、
時間外・休日労働を
・１か月100時間未満とする上限規制
・２～６が月平均で80時間以内とする上限規制 が適用されない。

● 建設業では、労基法第139条第１項に、災害時の復旧及び復興の事業に従事する場合には、時間外労働の
上限規制の例外が設けられている。



労働基準法第1 3 9条第１項について②

【例】９月に災害が発生し、①通常の建設の事業で80時間、
②災害における復旧及び復興の事業で40時間の時間外労働を行った場合

４月
（起算月）

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

40時間 80時間 40時間 40時間 80時間 ①80時間
②40時間

通
常
の
工
事
と
災
害
に

お
け
る
復
旧
・
復
興
の

事
業
の
両
方
に
従
事

②の時間は、災害における復旧・復興の事業
⇒１か月に関する上限規制
複数月平均に関する上限規制の双方に含めない。

①の時間は、通常の建設の事業
⇒１か月に関する上限規制
複数月平均に関する上限規制の双方の対象
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２～６か月平均80時間以内の上限規制の算定期間

９月における１か月に関する上限規制の対象の時間︓80時間
４月～９月における複数月平均︓

（40＋80＋40＋40＋80＋80）÷６=60時間

・１か月100時間未満
・複数月平均80時間以内
の上限規制を双方満たす

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月



労働基準法第3 3条第1項について
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● 労基法第33条第１項（災害など臨時の必要がある場合の時間外労働等）と労基法第36条（36協定による
時間外労働等）は、それぞれ独立した労基法第32条（労働時間）及び第35条（休日）の免罰規定であり、
労基法第33条第１項に基づき労働基準監督署長に許可申請等を行った場合は、36協定で定める限度と別
に時間外・休日労働を行わせることが可能となる。

労働基準法第33条第１項

災害その他避けることのできない事由によつて、臨時の必要がある場合においては、使用者は、行政官庁の許可
を受けて、その必要の限度において第32条から前条まで若しくは第40条の労働時間を延長し、又は第35条の休日
に労働させることができる。ただし、事態急迫のために行政官庁の許可を受ける暇がない場合においては、事後に
遅滞なく届け出なければならない。

労働基準法第33条第１項の許可基準の概要

●単なる業務の繁忙その他これに準ずる経営上の必要は認めない。

●地震、津波、風水害、雪害、爆発、火災等の災害への対応（差し迫った恐れがある場合における事前の対
応を含む。）、急病への対応その他の人命又は公益を保護するための必要は認める。 など

※ 除雪作業や、防疫作業を行う場合にも、労基法第33条第１項を適用することができる。



労働基準法第3 3条第１項と第1 3 9条第１項の違いについて

労基法第33条第１項 労基法第139条第１項

対象 災害その他避けることのできない事由
によって、臨時の必要がある場合 災害における復旧及び復興の事業

手続 事前の許可又は事後の届出 36協定を届出

効果 36協定で定める限度と別に
時間外・休日労働を行わせることができる

36協定で定める範囲内で
時間外・休日労働を行わせることができる

上限規制
の取扱い 適用なし

【適用なし】
・単月100時間未満
・複数月平均80時間以内

【適用あり】
・年720時間の上限
・月45時間超は６か月の限度
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労働基準法第3 3条第１項と第1 3 9条第１項の関係図（イメージ図）
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災害復旧事業

労基法第139条第１項の対象
（災害における復旧および復興の事業）

（例）緊急的な機能回復がある程度完了した段階で発注さ
れる被災した施設を原形に復旧する工事 など
※労基法第33条第１項の対象とはならない

災害復旧事業のうち、
労基法第33条第１項の対象

除雪作業 家畜伝染病に
係る防疫措置 など

（例）復興事業段階の工事

※労基法第33条第１項の対象とはならない

（例）都道府県等との災害協定・（例）緊急的な
機能回復のため
の災害復旧工事

災害復興事業

● 労基法第139条第１項は災害の復旧・復興に関する工事については事業の段階を問わず適用可能。
● 一方、労基法33条第１項は、災害その他避けることのできない事由によって、臨時の必要があると認め

られる場合に適用できるものであり、災害からの緊急的な機能回復を図るための復旧工事などに限られる。

災害復旧事業

防疫協定や契約等に基づく



参考資料について① 建設業 時間外労働の上限規制 わかりやすい解説
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このパンフレット
「建設業
時間外労働の上限規制
わかりやすい解説」

のデータは、こちらから☞



参考資料について② 建設業の時間外労働の上限規制に関するQ＆A
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働き方改革の実現に向けて、適正な工期設定にご協力ください

 建設業の働き方改革の実現のため、厚生労働省では、国土交通省と連携して働き方改革ＰＲ動画を通じて
発注者に向けて適正な工期設定を呼びかけている。

 事業者からも、長時間労働や週休２日の確保が難しいような工事を行うことを前提とする、著しく短い工
期での見積もりや請負契約の締結（工期ダンピング）を行わないようにしてください。

働き方改革ＰＲ動画のポイント

建設業では高齢化が進んでおり、建設業労働者のうち、４分
の１以上が60歳以上となっている一方で、29歳以下は１割
程度にとどまっていることから、将来の担い手確保のために
も、若い方が建設業界に入って来やすくなるよう、魅力的な
職場環境作りが必要であること。

著しく短い工期を設定することは、建設業で働く方の長時間
労働の原因となり、休暇がとりづらくなることにつながるこ
とから、工事を発注する時も、また受注するにあたっても、
長時間労働を前提としない、適正な工期で契約を締結するこ
とを心がけていただきたいこと。

例えば、４週８閉所や週休２日制など、工事現場で働く方の
休日数も考慮して工期の設定をお願いしたいこと。
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適正な工期の設定や見積りにあたり発注者及び受注者
（下請負人を含む）が考慮すべき事項をまとめた「工
期に関する基準」も令和６年３月に改定されたため、
こちらもご確認ください。

（工期に関する基準）

（働き方改革ＰＲ動画）



ご静聴ありがとうございました。

2024年４月からが、働き方改革本番︕
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労働基準局
広報キャラクター たしかめたん

「働き方改革」は、
「魅力ある職場づくり」の実現による
生産性向上、人手不足解消のチャンス︕

関 係 情 報 は こ ち ら の ウ ェ ブ サ イ ト で 発 信 し て い ま す 。

生 産 性 の 向 上 に 向 け て 、 働 き 方 改 革 推 進 支 援 セ ン タ ー
も 是 非 ご 利 用 く だ さ い ︕

（厚生労働省ウェブサイト） （特設サイト「はたらきかたススメ」）

（働き方改革特設サイト）


